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2018年９月 14日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 Ｕ Ｋ Ｃ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  栗 田  伸 樹 

 （ コ ー ド ： 3 1 5 6  東 証 第 一 部 ） 

問合せ先 常 務 執 行 役 員 Ｉ Ｒ 部 長  大 澤  剛 

 （ T E L . 0 3 - 3 4 9 1 - 6 5 7 5 ） 

 

 

株式会社バイテックホールディングスとの経営統合に伴う 

子会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2018 年９月 14 日付「株式会社ＵＫＣホールディングスと株式会社バイテックホールディン

グスの経営統合に関するお知らせ」（以下「2018 年９月 14 日公表」といいます。）にて公表のとおり、

株式会社バイテックホールディングス（以下「バイテック」といいます。）との間で、当社を吸収合併

存続会社、バイテックを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行う旨の

吸収合併契約（以下「本吸収合併契約」といいます。）を締結いたしました。 

本吸収合併契約は、当社及びバイテックが 2018年 11月 27 日開催予定の臨時株主総会において承認

を受けること、及び国内外の関係当局の承認を条件とした上で、2019 年４月１日に効力を生ずる予定

であります。 

上記前提の下で、本合併の効力発生日である 2019年４月１日（予定）に、当社はバイテックの子会

社であるバイテックグローバルエレクトロニクス株式会社（以下「ＶＧＥＬ」といいます。）、株式会

社バイテックエネスタ（以下「バイテックエネスタ」といいます。）及びＰＴＴ株式会社（以下「ＰＴ

Ｔ」といいます。）の株式を、本合併により承継取得することにより、当該各社が当社の子会社になる

ことが見込まれますので、下記のとおりお知らせいたします。 

本合併の詳細につきましては、2018 年９月 14 日公表をご参照ください。 

 

記 

 

１. 株式の承継取得の理由 

当社は、本合併の効力発生日である 2019 年４月１日（予定）をもって、ＶＧＥＬ、バイテックエ

ネスタ及びＰＴＴの株式を、本合併により承継取得いたします。 

本合併に基づく当社及びバイテックの経営統合（以下「本経営統合」といいます。）により、国内

業界トップクラスの規模確立と、両社の経営資源の結集・シナジーの最大化による付加価値の創出を

実現し、企業価値の向上、社会発展への貢献を図ってまいります。 
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２. 異動する子会社の概要 

(１) 名 称 バイテックグローバルエレクトロニクス株式会社 

(２) 所 在 地 東京都品川区北品川二丁目 32 番３号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 今野  

(４) 事 業 内 容 半導体および電子部品等の販売 

(５) 資 本 金 310百万円 

(６) 設 立 年 月 日 2015年５月１日 

(７) 大株主及び持株比率 株式会社バイテックホールディングス 100.00% 

(８) 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 
資 本 関 係 

当社とＶＧＥＬとの間には、記載すべき資本関係はあり

ません。 

人 的 関 係 
当社とＶＧＥＬとの間には、記載すべき人的関係はあり

ません。 

取 引 関 係 
当社とＶＧＥＬとの間には、記載すべき取引関係はあり

ません。 

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月期 

純 資 産 1,856 百万円 1,783 百万円 2,200 百万円 

総 資 産 26,716百万円 21,411百万円 27,725百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 185,648.36 円 178,353.43 円 220,002.99 円 

売 上 高 47,038百万円 71,318百万円 86,929百万円 

営 業 利 益 388百万円 167百万円 880百万円 

経 常 利 益 271百万円 △67百万円 807百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
172百万円 △100 百万円 428百万円 

１株当たり当期純利益 17,218.42円 △10,097.70 円 42,847.13円 

１ 株 当 た り 配 当 金 － 5,165.00 円 － 
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(１) 名 称 株式会社バイテックエネスタ 

(２) 所 在 地 東京都品川区東品川三丁目６番５号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 今野 宏晃 

(４) 事 業 内 容 再生可能エネルギー分野のコンサルティング、関連商品の販売 

(５) 資 本 金 50 百万円 

(６) 設 立 年 月 日 2015年２月４日 

(７) 大株主及び持株比率 株式会社バイテックホールディングス 100.00% 

(８) 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 
資 本 関 係 

当社とバイテックエネスタとの間には、記載すべき資本

関係はありません。 

人 的 関 係 
当社とバイテックエネスタとの間には、記載すべき人的

関係はありません。 

取 引 関 係 
当社とバイテックエネスタとの間には、記載すべき取引

関係はありません。 

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月期 

純 資 産 192百万円 567百万円 1,157 百万円 

総 資 産 14,016百万円 13,787百万円 16,032百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 96,431.72円 283,623.50 円 578,572.35 円 

売 上 高 1,476 百万円 2,665 百万円 3,142 百万円 

営 業 利 益 448百万円 877百万円 1,044 百万円 

経 常 利 益 61 百万円 541百万円 704百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
133百万円 397百万円 719百万円 

１株当たり当期純利益 66,910.33円 198,588.14 円 359,948.85 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 － 22,300.00円 65,000.00円 
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(１) 名 称 ＰＴＴ株式会社 

(２) 所 在 地 東京都品川区北品川二丁目 32 番３号 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中山 重美 

(４) 事 業 内 容 海外及び国内の部材の調達・輸入･輸出 

(５) 資 本 金 308百万円 

(６) 設 立 年 月 日 1976年４月１日 

(７) 大株主及び持株比率 株式会社バイテックホールディングス 

パナソニック株式会社 

80.01% 

19.99% 

(８) 上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 
資 本 関 係 

当社とＰＴＴとの間には、記載すべき資本関係はありま

せん。 

人 的 関 係 
当社とＰＴＴとの間には、記載すべき人的関係はありま

せん。 

取 引 関 係 
当社とＰＴＴとの間には、記載すべき取引関係はありま

せん。 

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月期 

純 資 産 793百万円 821百万円 890百万円 

総 資 産 1,919 百万円 4,752 百万円 8,755 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 1,804.04 円 1,867.96 円 2,024.95 円 

売 上 高 6,073 百万円 13,480百万円 33,165百万円 

営 業 利 益 △2百万円 146百万円 84 百万円 

経 常 利 益 27 百万円 52 百万円 84 百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
14 百万円 33 百万円 57 百万円 

１株当たり当期純利益 33.96 円 77.25 円 131.01円 

１ 株 当 た り 配 当 金 30.68 円 － － 
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３. 株式承継取得の相手先の概要 

(１)名 称 株式会社バイテックホールディングス 

(２)所 在 地 東京都品川区東品川三丁目６番５号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 

今野  

(４)事 業 内 容 (１) 半導体、電子部品および機器の販売、開発および輸出入 

(２) 環境エネルギー分野におけるコンサルティングおよび関連商品の販

売 

(３) 農業の経営、農産物の生産、管理、加工および販売 

(４) 上記（１）～（３）の事業を営む会社およびこれに相当する事業を営

む会社の株式または持分を保有することにより、当該会社の事業活動

を支配、管理すること 

(５)資 本 金 5,244 百万円 

(６)設 立 年 月 日 1987年４月１日 

(７)純 資 産 16,307百万円（2018年３月末） 

(８)総 資 産 76,974百万円（2018年３月末） 

(９)大株主及び持株比率

（2018年 3月 31日時点） 

（株）ケイエムエフ 

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 

資産管理サービス信託銀行（株）（信託・ソニー００８口） 

バイテックホールディングス従業員持株会 

（株）みずほ銀行 

（株）三菱東京ＵＦＪ銀行（注） 

（株）三井住友銀行 

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 

DAIWA CM SINGAPORE LTD NOMINEE WPG HOLDINGS LIMITED 

NOMURA PB NOMINIEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN (CASHPB) 

28.65% 

5.19% 

4.97% 

2.83% 

2.22% 

2.22% 

2.20% 

1.67% 

1.58% 

1.43% 

(１０) 上場会社と当該会

社との間の関係 
資 本 関 係 

当社は、本日現在、バイテック株式 1,100 株（所有割合：

0.01%）を保有しています。 

人 的 関 係 
当社とバイテックとの間には、記載すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係 
当社とバイテックとの間には、記載すべき取引関係はあ

りません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当社はバイテックの関連当事者には該当せず、またバイ

テックは当社の関連当事者には該当しません。 

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018 年４月 1 日より株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号を変更し

ております。 
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４. 承継取得株式数及び承継取得前後の所有株式数及び議決権所有割合 

バイテックグローバルエレクトロニクス株式会社 

(１) 異動前の所有株式数 

 

-株 (議決権の数 -個) 

 (議決権所有割合 -%) 

(２) 承継取得株式数 

 

10,000株 (議決権の数 10,000個) 

 (議決権所有割合 100%) 

(３) 異動後の所有株式数 

 

10,000株 (議決権の数 10,000個) 

 (議決権所有割合 100%) 

 

株式会社バイテックエネスタ 

(１) 異動前の所有株式数 

 

-株 (議決権の数 -個) 

 (議決権所有割合 -%) 

(２) 承継取得株式数 

 

2,000 株 (議決権の数 2,000個) 

 (議決権所有割合 100%) 

(３) 異動後の所有株式数 

 

2,000 株 (議決権の数 2,000個) 

 (議決権所有割合 100%) 

 

ＰＴＴ株式会社 

(１) 異動前の所有株式数 

 

-株 (議決権の数 -個) 

 (議決権所有割合 -%) 

(２) 承継取得株式数 

 

352,001株 (議決権の数 352,001 個) 

 (議決権所有割合 80.01%) 

(３) 異動後の所有株式数 

 

352,001株 (議決権の数 352,001 個) 

 (議決権所有割合 80.01%) 

 

５. 日程 

(１) 取 締 役 会 決 議 日 

（当社、バイテック） 

2018年９月 14日 

(２) 臨時株主総会承認決議日 

（当社、バイテック） 

2018年 11月 27 日（予定） 

(３) 本 合 併 の 効 力 発 生 日 2019年４月１日（予定） 

 

６. 今後の見通し 

本合併に基づく本経営統合の効力発生日は 2019年４月１日を予定しているため、本経営統合が当社

の当期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。また、次期業績においては、確定次第

お知らせいたします。なお、当社が 2018 年５月 11 日に公表した当期の業績予想（下記（参考）をご

参照）については、本合併に基づく本経営統合による影響を織り込んでおりません。 
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（参考）当社の当期連結業績予想（2018年５月 11日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2019年３月期） 
220,000 4,500 4,000 2,800 

前期連結実績 

（2018年３月期） 
301,449 4,384 3,908 2,129 

 

※  当社は、本経営統合の一環として、本合併の効力発生を停止条件として、ＶＧＥＬとの間で、

当社を吸収分割会社、ＶＧＥＬを吸収分割承継会社とする当社のデバイス事業の吸収分割（以

下「本分割」といいます。）を行う予定であり、本分割を行う旨の吸収分割契約を 2018 年９月

14 日付で締結しております。 

 なお、当社は、本合併の効力発生日（2019年４月 1日予定）に、その商号を「株式会社レス

ターホールディングス」に変更する予定であり、また、ＶＧＥＬは、本分割の効力発生日（2019

年４月 1 日予定）に、その商号を「株式会社レスターエレクトロニクス」に変更する予定です。 

 

以上 


